
広島市特定医療費（指定難病）助成に係る臨床調査個人票オンライン化 

環境整備補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、広島市特定医療費（指定難病）助成に係る指定医の勤務する医療機関が実施す

る臨床調査個人票オンライン化環境整備に対し、予算の範囲内において補助金を交付することにつ

いて、広島市補助金等交付規則（昭和３６年広島市規則第５８号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 ⑴ 指定医 難病患者に対する医療等に関する法律施行規則（平成２６年厚生労働省令第１２１号）

第１５条第１項第１号及び同項第２号に規定する医師 

 ⑵ 医療機関 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条の規定に基づき許可を受けた病院及び

診療所、並びに同法第８条の規定に基づき届出をした診療所 

 ⑶ 臨床調査個人票オンライン化環境整備 難病特別対策推進事業実施要綱（平成１０年４月９日

健医発第６３５号）に基づき指定医の勤務する医療機関が行う臨床調査個人票のオンライン化に

必要となる備品の購入、インターネット環境の整備、業務システムの改修等 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる医療機関は、本市の指定する指定医が勤務する医療機関

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象とし

ないものとする。 

 ⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規

定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。） 

⑵ 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規定による公表が

現に行われている者 

⑶ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、臨床調査個人票オンライン化環境整備に係る経費のうち、

市長が適当と認めるものとする。ただし、本市又は他の地方公共団体による同様の趣旨の補助金の

交付を受ける場合は補助対象外とする。 

 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、１医療機関当たり１０万円と補助対象経費の実支出額を比較して少ない

方に２分の１を乗じて得た額を上限とする。ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、指定期日までに次に掲げる書類を市長に提出するもの

とする。 

 ⑴ 補助金交付申請書（様式第１号） 

 ⑵ 補助対象経費の見積書その他これに相当する書類の写し 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

 



（交付の条件） 

第７条 補助金の交付には、規則第６条第１項各号に定める条件のほか、次の条件を付するものとす

る。 

 ⑴ 補助金は、当該補助対象事業以外の目的に使用してはならないこと。 

 ⑵ 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びそ

の他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政

令第２５５号。以下「適正化令」という。）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別

に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付けし、担保に供し又は廃棄してはならないこと。 

 ⑶ 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一

部を市に納入させることがあること。 

 ⑷ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者

の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならないこと。 

⑸ 補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について領収

書等の証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなけ

ればならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間

を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化令第１４条第１項第２号の規定により

厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならな

いこと。  

⑹ 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額報告書（様式第２号）により速やかに、遅くとも事業完了日の属する年度の

翌々年度６月３０日までに市長に報告すること。なお、補助金に係る仕入控除税額があることが

確定した場合には、当該仕入控除税額を市に返還しなければならないこと。 

   

（交付の決定等） 

第８条 市長は、第６条の規定により申請書等が提出されたときは、これを審査し、補助金の交付を

決定したときは、申請者に対し、補助金交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

２ 前項の審査により、補助金を交付することが不適当と認めたときは、申請者に対し、補助金不交

付決定通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

 

 （変更の承認等） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助対象事業が完了するまでの間に申請の内容に著しい

変更が生じた場合又は申請を取り下げる場合は、遅滞なく、計画変更（中止）申請書（様式第５号）

に関係書類を添えて市長に提出し、あらかじめ承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業完了後、その完了の日から４０日を経過する

日又は補助金交付の決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類

を市長に提出するものとする。 

 ⑴ 補助事業実績報告書（様式第６号） 

 ⑵ 領収書その他これに相当する書類の写し 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に定める領収証書等については、次の事項が記載されていること。 

⑴ 事業者の名称 

 ⑵ 支払者名 

 ⑶ 領収額 

 ⑷ 領収額の内訳 

 ⑸ 領収日 



  

（補助金の交付） 

第１１条 市長は、前条の規定による実績報告書等の提出を受けた場合において、その内容を審査し、

補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の

額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第７号）により通知し、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は、補助事業者について、規則第１８条第１項に定めるところによるほか、次の各号

のいずれかに該当すると認められるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取消、また、既に

交付した補助金を返還させることができる。 

 ⑴ この要綱の規定又は補助金の交付の決定内容若しくはこれに付した条件に違反したとき。 

⑵ 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 ⑶ その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定による取り消しをしたときは、その旨を補助金交付決定取消通知書（様式第

８号）により当該補助金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

 

（委任規定） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定め

るものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年１１月１７日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年６月３０日から施行する。 

 


